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心理会計バイアスが個人の金融資産残高に与える影響 

～消費に関する心理会計バイアスとセルフコミットメントの違い 
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要約 

本稿では，広義の心理会計のバイアスである２つの心理会計バイアスが個人の金融資産残

高に与える影響を分析した．具体的には，２つの異なる心理会計のバイアスである消費の

心理会計とセルフコミットメントの特徴をまとめ，インターネットアンケート調査の結果

に構造方程式モデリング（SEM）を用いることでこれらのバイアスが個人の金融資産残高

に与える影響を分析した．消費の心理会計とセルフコミットメントはいずれも広義の心理

会計のバイアスであるものの，既存の研究では消費の心理会計によって個人は最適な消費

を行うことができずに金融資産の形成にマイナスの影響がある可能性がある一方，資産形

成時の心理会計バイアスであるセルフコミットメントは消費を軽減・抑制する効果がある

ために金融資産の形成にプラスの影響があるという，相反する効果がそれぞれ独立に示さ

れてきた．本稿では SEM を用いてこれら２つのバイアスが金融資産残高に与える影響を

同時に推計し，両者の大小関係を比較した．両者が金融資産残高に与える影響の大きさを

比較すると，消費の心理会計が与えるマイナスの影響よりもセルフコミットメントが与え

るプラスの影響の方が若干大きいものの，両者の絶対値に大きな差はないことが分かった． 
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1. イントロダクション 

本稿が注目する心理会計（Mental Accounting）とは，Thaler(1980)や Tversky and 

Kahneman(1981)によって提唱された非合理行動の一種であり，心理会計のバイアスが強

い人は同じ金銭であっても，その入手方法や使途に応じて，(時に無意識に)重要度を分類

し，扱い方を変えることがあるという特徴である．近年では，心理会計は上記のような消

費に関する非合理行動だけでなく，人々の意思決定（decision-making）において心理的

に分類するという観点から幅広い解釈がされている．例えば，Shefrin and Thaler(1988)

によると，保有する預貯金などを当座アカウント，資産アカウント，将来のためのアカウ

ントのように分けて考えることも心理会計の一種であるという．このような分類において

当座アカウントは消費に対して積極的に使われる一方で，将来のためのアカウントは消費

に対して消極的だというバイアスがあることを示した． 

一方，心理会計のバイアスに関する他の研究ではこれとは異なる方向から議論されてい

る．つまり，心理会計の特徴を利用して他のバイアスを排除し，最適な資産形成に近づけ

ることが可能であるという研究である．具体的には，双曲割引に代表される過剰消費を引

き起こしやすいバイアスに対処するために，心理会計が将来の資産形成のためのルール作

り（セルフコントロール）に使われるという視点である．Antonides et al.(2011)によると，

資産に関して心理会計のバイアスがある人は自分の消費や当座アカウントの状況を把握し

ている傾向があるだけでなく，家計の金融行動を管理する傾向があるという． 

本稿では，心理会計が個人の金融資産残高に与える影響を構造方程式モデリング

（Structural Equation Modeling; SEM）を用いて分析する．心理会計が持つ非合理的な

バイアスという側面に着目すれば，個人の消費行動が最適なものから乖離し，十分な資産

形成が行えない可能性がある．一方，心理会計のバイアスを積極的に用いて，将来の資産

形成にコミットメントをすることができれば，むしろ適切な資産形成が行えるかもしれな

い．何らかのパスを通じて心理会計のバイアスは個人の資産残高に影響を与えている可能

性が高く，それを明らかにし，定量的な比較を行うことが本稿の目的である． 

 

2. フレームワークと調査概要 

2.1. 保有金融資産残高の決定モデル 

本稿では，消費を行う際に生じ得る心理会計のバイアス（消費の心理会計）と，資産形

成の際に生じ得る心理会計のバイアス（セルフコミットメント）を分けて議論する．これ

らは広義の心理会計のバイアスであるため，調査データは相関を持つとみられる．他方，

それぞれのバイアスは個人の保有する金融資産の残高に対しては異なる影響を与える可能
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性があるため，異なる特徴も同時に持つだろう．具体的には，消費の心理会計が強い個人

は最適な消費を行うことが出来ない可能性がある．プラスの影響（過少消費で金融資産の

保有額を増やす影響）があるのか，マイナスの影響（過剰消費で金融資産の保有額を減ら

す影響）があるのかは定かではないが，金融資産の形成に対して何らかの影響がある可能

性がある．一方，セルフコミットメントのバイアスについては，金融資産の保有額を増や

す可能性がある．本稿で検証するこれらのイメージを図にしたものが，図１である． 

 

消費の
心理会計

金融資産残高

セルフ
コミットメント

相関

「＋」or「−」「＋」

 

図１: 消費の心理会計，セルフコミットメントと金融資産残高の関係図 

 

2.2. 調査概要 

 本稿では，2018 年３月に実施した「個人投資家の意識等に関する調査 2018」と題した

インターネットアンケート調査によって収集した個票データを用いて分析を行う．調査対

象者は，調査会社に登録している会員の中から 2 万人を対象に予備調査を実施し，その中

から年齢層別（20 代，30 代，40 代，50 代，60 代，70 歳以上）に等サンプルで割付を

行い，最終的に 1,236 人の回答を得ている．調査内容は，性別，年齢，居住地域，年収な

どの基本属性に加えて，行動経済学・行動ファイナンスで用いられる指標に関する質問，

金融知識，資産運用の意思等に関する質問など多岐にわたっている． 

 

2.3. 消費の心理会計とセルフコミットメントの心理会計尺度 

本稿では，心理会計のバイアスを消費の心理会計と，セルフコミットメントに分けて，

金融資産残高に与える影響を議論する．消費の心理会計の尺度は，G.Antonides et 

al.(2011)が用いた心理会計尺度(mental budgeting scale)の設問を日本語に訳したものを

用いた．それぞれの設問は表１に示した通りで，消費に関する４つの設問を含んでいる．

表１の設問に対する回答結果（次のことはあなたご自身にどのくらい当てはまりますか．

という問いに対して，それぞれ「あてはまる」「ややあてはまる」「どちらでもない」「あま

りあてはまらない」「あてはまらない」の５段階評価）で決定される潜在変数であるとした．

この変数は SEM の分析の中で推計されることになる．なお，表１の設問①と②は消費支

出の項目に関するバイアスある一方，設問③と④は消費のタイミングの問題であり，それ
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ぞれ共通点がある．そのため，SEM の分析の中では設問①と②および設問③と④の間に

は一定の相関関係があると仮定し，誤差項の相関関係を仮定した． 

 

表１: 消費の心理会計を測るための設問 

　食料や衣類、交通費など、支出項目にお金を分けて保有している
　食料や衣類、交通費などの様々な支出に対して決まった金額以上の金額を使うことはない
　何かに多めの支出をした場合、他の支出項目を少なく調整する
　ある月に通常よりも多めの支出をしてしまった場合、翌月は支出を減らす  

 

また，セルフコミットメントに対する心理会計尺度については，「定年退職後の生活費」

「子供の教育にかかる費用」「住宅の購入費用」「自分の医療・介護費用」「家族の医療・介

護費用」「車の購入費用」「自分の結婚費用」「子供の結婚費用」「その他」の項目について，

「今後必要になると意識している費用について，資金計画を立てていますか．当てはまる

ものを一つずつお選びください．」と訊ねた上で，「計画を立てている」か「計画を立てて

いない」の 2 段階評価）のいずれかの項目で「計画を立てている」と回答した場合に 1，

いずれも「計画を立てていない」場合は 0 としたダミー変数を作成した．  

 

2.4. モデル 

本稿の目的は消費の心理会計とセルフコミットメントが個人の金融資産残高に与える

影響を示すことが目的である．消費の心理会計とセルフコミットメントについては，いず

れも広義の心理会計の変数であることから，一定の相関があるだろう．したがって，図１

に示したような，消費の心理会計とセルフコミットメントの誤差項が相関を持ち，消費の

心理会計とセルフコミットメントがそれぞれ金融資産残高に影響を及ぼすというモデル

（コントロール変数を含む）について SEM を用いて推計した． 

 

3. 分析結果 

本節では，前述した SEM のモデルの推計結果をまとめる．まず，消費の心理会計と

セルフコミットメントの誤差項が相関を持つと仮定したモデルについては，図２のような

結果となった．係数はいずれも標準化されたものである．推計の結果，モデルの適合度を

示す指標 RMSEA は 0.028 と，一般的に良好と判断される 0.05 を下回った．また，CFI

の 0.987 と TLI の 0.980 はともに良好と判断される 0.9 を大きく上回った（モデルの適合

度は十分）．前述したように，消費の心理会計とセルフコミットメントの誤差項は相関を持

つことが 1％の信頼水準において統計的に有意とされた．その上で，消費の心理会計が金

融資産残高に与える影響をみると，係数は-0102 とマイナスだった．つまり，消費の心理
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会計の傾向が強いと，金融資産残高は少なくなりやすい傾向がある．係数は 1％の信頼水

準において統計的に有意とされ，心理会計のバイアスによって最適な消費が行われないこ

とによって金融資産残高の形成になんらかの影響が生じるという事前の想定通りの結果と

なった．他方，セルフコミットメントが金融資産残高に与える影響をみると，係数は 0.120

とプラス値．つまり，セルフコミットメントの傾向が強いと，金融資産残高が多くなりや

すいことを示す．これは，Kast, et al.(2012)，Dupas and Robinson(2013)，Ashraf,et al. 

(2006)，Salas(2014)，Morales and Revilla(2015)で示された途上国などにおいてはセルフ

コミットメントによって金融資産の蓄積が行われやすいという結果と整合的である．なお，

消費の心理会計とセルフコミットメントという広義の心理会計の影響をそれぞれの係数を

加えることで求めると，0.018（0.120-0.102）となる．消費の心理会計が与えるマイナス

の影響とセルフコミットメントが与えるプラスの影響はほぼ打ち消し合うため，心理会計

のバイアスが全体として金融資産残高に与える影響は小幅なプラスにとどまる． 

 

セルフコミットメント
消費の

心理会計

配偶者ダミー

不動産保有ダミー 年齢

収入

心理会計① 心理会計② 心理会計③ 心理会計④

ε3 ε4 ε5 ε6

金融資産残高

ε1

ε2

ε7

0.120***

−0.102***

0.221***

RMSE CFI TLI AIC
0.028 0.987 0.980 63166.22***; P<0.01、 **; P<0.05、*; P<0.10、

−0.015

0.095***

0.049*

0.136***

0.225***0.219***

0.265***-0.090***

0.225***

0.143*** 0.067*

0.426*** 0.663*** 0.647*** 0.559***

0.313*** 0.313***

 

図２ 推計結果 

4. まとめ 

本稿では，広義の心理会計のバイアスである消費の心理会計とセルフコミットメントの

特徴をまとめた上で，インターネットアンケート調査の結果に SEM を用いることでこれ

らのバイアスが個人の金融資産残高に与える影響を分析した．先行研究によると，消費の

心理会計の存在によって個人は最適な消費を行うことができない可能性があり，その場合

は金融資産の形成にも何らかの影響があるとみられる．本稿の結果によると，消費の心理

会計は金融資産残高にマイナスの影響を与えることが分かった．消費の心理会計のバイア
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スはあぶく銭効果などに代表される追加的な消費を引き起こしてしまいやすく，金融資産

残高が小さくなりやすいとみられる．他方，先行研究によるとセルフコミットメントは双

曲割引に代表される短期的な消費の増加という特徴を軽減・抑制する効果が期待できるた

め，最適な金融資産の形成に効果的であるという．本稿の結果によると，セルフコミット

メントは金融資産残高にプラスの影響を与えることが分かった．セルフコミットメントの

特徴がある個人は過剰消費を抑制することに成功しており，金融資産の蓄積が多いとみら

れる．SEM を用いて標準化された係数を比較すると，金融資産残高に与える影響は，消

費の心理会計が与えるマイナスの影響よりも，セルフコミットメントが与えるプラスの影

響の方が若干大きいものの，両者の絶対値に大きな差はない．したがって，本稿の分析に

よって広義の心理会計のバイアスがある個人は，広義の心理会計のバイアスがない個人と

比較して金融資産残高が若干のプラス，もしくはほとんど差がないということが分かった． 
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